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研究成果の概要（和文）：議院内閣制下の国会・内閣による「統治」の協働は、内閣総理大臣が、

国会の統制のもと、その信任を得ながら必要に応じて法律制定を実現でき、むしろ自発的、強

力に「統治」を行えることを意味し、権力分立論は国民の政治的自由確保のために「行政」が

「法律執行」に努めるべきことを目標とするもので、両者は調和的に理解できることを明らか

にしました。 

 
研究成果の概要（英文）：１．Problem ２．G.Jellinek and H.Kelsen, two theories of 

state, two ideas of state organ ３．Critical opinion by H.Kelsen against 
the doctrine of separation of state powers ４．Montesquieu’s doctrine of  
separation  of  state  powers  and  Bagehot’s  cabinetpolitics  ５．Conclusion,  
reconstruction as positive law     
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１．研究開始当初の背景 

(1)本研究は、現代民主制下の議院内閣制にお
ける、議会と内閣との関連がどのように機能
すべきかという問題を権力分立原理との関
係という視点から研究しようとするもので
す。これまでの研究課題において、一貫して
いる問題関心は、「立法・行政」をめぐる権
力分立原理に関わるものでした。とくに、「法
律執行」に組み尽くされ得ない「行政」のな
かの要素を「法律」との関係で立憲理論上ど
のように法理論上位置づけるべきかという

ことが中心課題でした。今回の研究課題は、
こうした研究成果を前提としていることは、
言うまでもありません。 

 しかし、現代民主制における議院内閣制下
での国会と内閣による「統治」の共働という
側面については、近年新たにわたくしの研究
テーマに加えているもので、これをさらに進
めて、両者の関係を究明することになります。
その意味において、これまでの先行研究の成
果を踏まえつつ、その延長線上に浮上する格
好の研究課題が本研究であるということに
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なります。 

(2)すでに「立法」「行政」についての権限分
配の原理や「統治」作用に関する端緒となっ
た文献は読んでおり、今回一層本格的に関連
の多くの文献を収集して、まとまった研究成
果を得たいと切に念願するものでした。これ
まで約３０年余にも及ぶ研究生活を、あえて
この場所を変えずに研究施設、とくに基礎文
献を充実させてきました。従って、本研究課
題に関する基礎的な資料は整っていますが、
その先のとくに議院内閣制下での国会と内
閣による「政策形成・実施」関連の文献、諸
資料などについては、今回さらに網羅的に収
集して、この課題について心機一新して学界
に寄与しうる成果を提示したいと考えまし
た。 

 

２．研究の目的 

(1)こんにちの現代議院内閣制において、伝統
的な「立法」「行政」という権限の分配を中
心とする「権力分立」論だけでは、危機管理
や有事法制などの「統治」作用を国会と内閣
によるいわば共同運営・管理の問題が充分に
は説明しきれないことが指摘されています。 

  そこで、本研究はこの「国政」「統治」に
ついての国会と内閣による「政策形成・実施」
という政治的・動態的把握と伝統的な「立法」
「行政」の法規範学上の権限内容の静態的把
握との関連を明らかにすることを直接の目
的・課題として設定しました。 

 もちろん、上の目的を達成するためには、
その基礎作業が前提となります。３年計画の
なかでは、まず危機管理国家といわれるこん
にちの国家課題とその「統治」作用としての
性格を明らかにしなくてはなりません。もと
もと、米国での「執政権」の概念、さらには
仏・独国の「統治」概念で意図されてきたも
のが語られてきていますので、その意義、及
びその両者の関連についても比較法学的に
究明することが必要です。 

さらには、伝統的な「権力分立」論での「立
法」「行政」の法規範学的な概念の再構成の
問題もこんにちまだ必ずしも明確にされて
いません。この点については私は、これまで
の研究でかなりの蓄積がありました。 

  が、問題はこの本研究テーマに掲げたごと
き、その両者の関連如何ということで、これ
は学問的には難問だと思われます。政治学と
公法学との科学方法論的な吟味を要するも
のと見えますが、これについて打ち込んで研
究してみようと考えました。 

(2)上のごとき研究は、従来の憲法学が近代立
憲主義の発展過程を君主制下での権力分立、
議院内閣制の成立という経緯に依存し、民主
制下での新しい統治組織論を展開できない
できたことに鑑みると、おそらく画期的な意
義を有すると思われました。 

  わが国の従来の公法学では、「行政」を一
方では「法律執行」に重ね合わせ、「法の支
配」的要請が強調され、他方においては「行
政」の機動的・弾力的な政策立案・実施が必
ずしも「法律執行」には納まりきれないとい
うことが、いわば同時的に語られてきていて、
この両者の整合的構成が図られて来なかっ
たのです。 

  かかる状況下にあって、議院内閣制下での
国会・内閣の共働任務としての「執政」「統
治」の運営・実施の部分と「法律執行」的部
分の法理論的吟味、説得力ある区別について
の意義の解明は、学問的にも、また政治実践
的にも切に期待されているものと言えるで
しょう。 

 この問題について、実は読売新聞社が憲法
改正 2004 年試案で国会について、現行憲法
41 条前段の「国会の国権の最高機関」の箇所
を削除して「国民の代表機関として、国政の
適正な運営を図る」とする条項（52 条 2 項）
を挿入すべきことを掲げていることに、その
今日的意義が表明されています。 

  また、上述のように、本研究テーマは比較
法学的にも、米国の「執政権」、仏・独国の
「統治」概念の研究にも共通する、現代憲法
学の注目しうる研究課題となっていると考
えられます。 

 

３．研究の方法 

(1)本研究では、現代民主制における議院内
閣制に関する文献を充分に収集してこれま
で所持している主として権力分立原理関連
の成果と組み合わせて両者の関係を明らか
にしようとするものです。 
(2)具体的にはつぎのように進めることにな
りました。 
  平成２１年度には、本研究は、研究分担者
はおらず、また、海外共同研究を含んでいま
せんので、これらの事項には該当しません。
そこで、その他の計画・方法を以下記すこと
と致します。 
 すでに本研究テーマを構想するにいたる
過程で入手した原資料は手元にありますが、
とくに現代民主制における議院内閣制下で
の「統治」作用の実施とこれへのコントロー
ルなどについての新しい問題について、本格
的究明を行うためには、さらに多くの米・
仏・独国の関連文献を購入する必要がありま
した。 
 この２１年度は主として外国法学文献に
よる比較法学的研究に主力が注がれること
になり、旅費、謝金はこの文献収集及びその
整理のために充てられるものでした。 
 平成２２年度以降には、わが国の文献のな
かにも、本研究テーマにとり改めて掘り起こ
し、見直しすべきものがあり、古くは明治憲
法期の文献やとくに現行憲法制定過程にお



 

 

ける憲法史的な資料のなかにも、本研究の視
点から今一度読み直すべき文献があると見
ていました。 
 従って、２２年度はこうしたわが国の文献
を中心として研究することになります。そし
てさらに、２３年度には、かかる２年間の成
果を合わせて、本テーマに関する注目すべき
実り豊かな比較法学的成果を獲得でき、また、
これに止まらず、その実定法論的構築まで獲
得できるものと確信しています。  
 
４．研究成果 
(1)従来の憲法学説では、憲法上の「立法・
行政」関係について、一方では「行政」は限
りなく「法律執行」に徹するべきことが唱え
られるが、他方ではこの「法律執行」では説
明できない「統治」「執政」という領域が「行
政」に含まれているとされてきました。 
これをどのように調和させて理解しうる

かという課題に、本研究が本格的に取り組ん
できたのです。 
(2)そこでまず、この課題じしんの学問的位
置づけとして、本研究では一般的に「権力分
離」論をＨ・ケルゼンの純粋法学との対話を
通じてそのイデオロギー性を明らかにする
ことから始めました。この理論は近代憲法に
おける君主の権威を背景とする「行政」・政
府と人民の意思を具現する「立法」・議会と
の歴史的二元的対立の下での国家構造を反
映させたものであることが明らかとなりま
した。 
(3)が、これでしかし、問題が終わったわけ
ではなく、ここが出発点となります。かかる
歴史的背景を持ちながら、この議論のなかで、
本研究課題の議院内閣制下の「国会・内閣」
による「統治」の協働と権力分立論との関係
はどのように調和的に理解されるのかが問
われるのです。本研究の創造的な成果は次の
ようになります。 
(4)モンテスキューに代表される「権力分立」
論について。この理論では、確かにまずは、
国民の「政治的自由」の確保のために、国家
権力は一つの機関に集中することなく立
法・行政（執行権）・司法の権限も異なる機
関に分離して行使されることが要請されま
す。 
ただ、Ｈ・ケルゼンの言うように、法規範

の創設・執行の段階構造のもとで、制定され
た立法は執行権により適用され、また法律に
従って司法が行われるのです。従って、これ
らの機関が全く独立別個にこれらの権限を
行使するということにはならないのです。 
(5)つぎに、議院内閣制下の国会・内閣によ
る「統治」の協働を理解するには、バジョッ
トの議論の理解が重要であります。彼のモン
テスキュー批判はよく知られていますが、し
かし、彼の関心事は当時のアメリカ大統領型

との比較でイギリス型議院内閣制の利点を
説くことであったのです。総理大臣は議会内
での批判を受け、信任がなければ地位を失う
が、逆にこの信任をもとにして「統治」つま
り政策を強力に実行でき、必要があれば「法
律」制定も手中に収められるのです。アメリ
カ大統領型では、必ずしもこれは簡単ではな
いし、議会の協力を得られないのです。 
(6)このようにして、議院内閣制下の国会・
内閣による「統治」の協働と権力分立論の関
係は、一見相矛盾するように見えましたが、
実は両者はそれぞれ異なる場面での議論で
あったのです。「行政」は限りなく「法律執
行」であるべしというのは、「立法」との間
の権力分立論の視点からそのことが国民の
「政治的自由」の確保のために要請されたも
のであります。が、「統治」の実現は、議院
内閣制においてむしろ内閣が国会の統制の
もと必要に応じて自発的に「法律」案を提出
して国家目的の実現をはかるべしというこ
とを意図していたのです。両者は調和的に理
解できるということになります。 
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